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1. はじめに 
「英語教育の情報化」とは何なのだろう？PC と

インターネットを使うことが「英語教育の情報化」
なのだろうか？1英語教育のさまざまな局面におい
て「情報化」が進行しているが、教育を支援し活性

化するという本来の目的を果たすどころか、これを
阻害しかねない状況も見られる。「英語教育の情報
化」とは本来何であり、何であるべきか、ことの本

質と目的を見失わないためには、英語教育の本質と
目的を改めて問い直すことが求められている。 
一方、ことの当否を問わず現実に進行する「情報

化」にとりあえず対処するためには、「ワープロ・
電子メール・表計算の使い方」などのいわゆる「情
報リテラシー」を超えて、英語教育の必要性に即し

て情報技術に対する深い理解を身につけることが、
英語教員にも求められている。 
本稿では、英語教育の本質に関わるこのような課

題について、「教育の情報化」と新教科「情報」の
「目標」を振り返りつつ、これを指針として「英語
教育の情報化」の「目標」の再構成を試みる。2 
2. 教育の情報化3 
第 15 期中央教育審議会第一次答申に基づき設置

された「情報化の進展に対応した初等中等教育にお

ける情報教育の推進等に関する調査研究協力者会
議」の報告をふまえ、1998 年 12 月に小・中学校
学習指導要領が、1999 年 3 月に高等学校学習指導

要領が改訂された。4「情報化」と関連するのは以
下の各点である。 
- 各教科及び「総合的な学習の時間」で体験的な

学習，問題解決的な学習の充実。 
- 各教科等で知的好奇心や探究心，論理的な思考

力や表現力の育成を重視。 
- コンピュータ等の情報手段の活用を一層推進。

中学校技術・家庭科で情報に関する内容を必修
化，高等学校で教科「情報」を必修化など。 

広く「教育の情報化」を意味する広義の「情報教

                                                 
1 PC やインターネットの活用を否定するわけではない。
著者自身の実践の総括として [7] が、情報技術と英語教
育の関わりについての提言として [8] がある。 
2 本稿をまとめるにあたって、[1] が契機となった。 
3 本節では [2]-[5] に基づいて、「教育の情報化」につい
ての基本的な用語と概念を整理する。 
4 この改訂は、小・中学校については2002年から施行さ
れ、高等学校については2003 年から施行予定である。 

育」5は、一つには情報倫理も含めた情報リテラシ
ーや高校の新教科「情報」の教育内容をなど中心と

する狭義の「情報教育」、もう一つには既存教科の
情報化を中心とする「教科教育の情報化」の２つに
大きく区分して理解すべき6である。 
狭義の「情報教育」については、前記「協力者会

議」の最終報告「情報化の進展に対応した教育環境
の実現に向けて」において「情報教育の目標」とし

て次のように規定されている。 
(1) 情報活用の実践力：課題や目的に応じて情報手

段を適切に活用することを含めて，必要な情報

を主体的に収集・判断・表現・処理・創造し，
受け手の状況などを踏まえて発信・伝達できる
能力 

(2) 情報の科学的な理解：情報活用の基礎となる情
報手段の特性の理解と，情報を適切に扱ったり，
自らの情報活用を評価・改善するための基礎的

な理論や方法の理解 
(3) 情報社会に参画する態度：社会生活の中で情報

や情報技術が果たしている役割や及ぼしている

影響を理解し，情報モラルの必要性や情報に対
する責任について考え，望ましい情報社会の創
造に参画しようとする態度 

「教科教育の情報化」には、大局的に以下の 4 段
階を想定することができる。7 
(1) 既存の教科の教育内容を前提として、従来の学

習過程を変えることなく、既存の紙・黒板・視
聴覚機器をマルチメディア化する。 

(2) マルチメディアのもたらすインタラクティブ性

により、学生・生徒を主体とする学習観とそれ
に立脚した学習過程へと変化する。 

(3) 学習観と学習過程の変化がもたらす帰結として、

重要視されるべき学習内容が変わる。 
(4) こうした変化を前提としつつ、進展する国際情

報社会に対応する形で、教育内容・教科課程の

見直し・現代化が行われる。 

                                                 
5私立大学情報教育協会ならびにCIEC(コンピュータ利用
教育協議会)の諸活動と本「情報処理教育研究集会」での
発表内容を見るまでもなく、「情報教育」に関わる活動の
大くは「教科教育の情報化」を中心に展開されている。 
6  2001年度情報処理学会山下記念研究賞を受賞した[11]
で論じたように、「情報科」の教育における「教科教育の
情報化」も重要な課題である。 
7 以下の4段階は理念形の提示であり、実際の情報化が
このような時系列を経て進行するという主張ではない。 



「教科教育の情報化」について議論する際には、所
与の教科・所与の教育内容を暗黙の前提とした上で
教育方法における情報対応を考える「教科教育方法

の情報化」(上記 (1)-(2) を中心とした議論)を意味
するのか、情報社会の進展に則して教科内容の見直
しと教育課程の現代化を考える「教科の内容・教育

課程の現代化」(上記 (3)-(4) を中心とした議論)を
意味するのかを意識的に区別する必要がある。8 
3. 英語教育の情報化9 
 上記教科教育情報化の 4 段階推移過程を「英語
教育の情報化」に当てはめて具体的に考えてみよう。  
3.1. 『既存の教科の教育内容を前提として、学習過程

を変えることなく既存の紙・黒板・視聴覚機器が

マルチメディア化される。』 

外国語学習に音声面の訓練が不可欠であること、内

容の理解に文脈や言語外の情報が必要なことなどか
ら、英語教員は LL・視聴覚メディアの利用に積極
的な取り組みを示してきた。マルチメディア教材は

視聴覚メディアの拡張と代替として機能し得るので、
このような意味での情報化は従来の学習観・教育観
を大きく変えることなく進めることができる。  
3.2. 『マルチメディアのもたらすインタラクティブ性

により、学生・生徒を主体とする学習観とそれに

立脚した学習過程へと変化する。』 

視聴覚メディアを利用した旧来の教育では、情報伝
達者としての教員が授業の中心であり、生徒は受身
の観客として位置付けられ、メディアは提示装置と

して使われる傾向があったが、情報ネットワークの
導入により学生・生徒が対象に主体的に働きかける
ことが当たり前となってきている。このことを端的

に示すのは、英語の授業でネットワークに接続され
た PCを利用する場合である。10 
3.3. 『学習観と学習過程の変化がもたらす帰結として、

重要視されるべき学習内容が変わる。』 

PC とネットワークを使用する環境で英語による文
章作成を教えると、スペルチェッカー、文法チェッ

カー、禁則処理、英和辞典、和英辞典などさまざま
な電子的＜文章作成支援＞機能を利用する可能性が
開ける。単語や文章のつづり方をまったく知らない

と、支援機能を利用できないが、「知っているつも

                                                 
8 この両者は不可分であり、概念的にも峻別し難い。 
9 本節では [7] の議論を要約しつつ「英語教育の情報
化」について整理を試みる。 
10 このようなコンピュータやネットワークを利用した英
語教育に関わる実践報告にしばしば見られるのは、『教員
が教える授業』から『学生が学ぶ学習』へと、教員の教
育観・学習観が変化したという趣旨の記述である。あら
かじめ教員の側に『学生を主体とした学習観』が確立し
ていて、それに基づいてこのような授業実践を行ったと
いうより、コンピュータを利用した教育を実践している
中で、振り返ってみるとこのような学習観を前提として
いる自分自身に気がつくという例が多いように思われる。 

り」の単語のつづりが正確に思い出せないというよ
うな「一時的な銘記の喪失」や、知っているが入力
を間違えたという「誤操作」に対しては文章作成支

援が有効に機能する。学習過程の中間段階にあるた
め不完全にしか記憶に定着できていない単語につい
て、自ら表現に使用することを通じて学習を深化さ

せるという、これまでは技術的に難しかった学習過
程の成立の可能性を格段に高め、語彙の獲得の動機
付けにつながる可能性もある。11文章作成支援がこ

れまでより高度化し、英語の表現として拙い部分を
より自然な表現に置きかえるなどの機能が実現すれ
ば、コミュニケーションのために言語を実際に使用

しながら、自分の意図をより的確に表す言語表現に
接することを通じて、漸進的に高度な言語運用能力
を獲得するという理想的な言語学習の形態が教室の

中で実現する可能性を示唆する。12 
3.4. 『こうした変化を前提としつつ、進展する国際情

報社会に対応する形で、教育内容・教科課程の見

直し・現代化が行われる。』 

紙と鉛筆を中心とした従来の学校教育の体系の中で
は、英単語のつづりを覚えるとは紙の上に鉛筆で筆

記できるようになることであり、英語を書けるとは
英語の文章を紙の上に鉛筆で筆記できることあった。
しかし、「大学にいるあいだ」あるいは「社会に出

てから」の「実用的必然性」を考えると、キーボー
ド入力による文章作成が求められている。13 
一方、インターネットなどの通信も、音声や映像

を豊富に取り込めるようになり、大学に入学してか
ら、あるいはそれ以前から、音声や画像を含めた同
期通信を利用して、ネットワークの向こう側の人間

との意思疎通に使いながら英語を使うことを学ぶ機
会も増えつつある。実社会においても、人間や音声
認識システムを相手に電話を利用して取引や問い合

わせを行う機会も増え、電子メールの普及によって
テキスト中心の英文作成に対する関心が高まった時
期から、さらに口頭表現に対する関心へと英語学習

の中心的課題が移行する可能性も考えられる。 
4. 「英語教育の情報化」の本質と目的 
「国際情報社会」への対応の一環として、英語教

育の改革が求められてきた。「英会話」、「実用英
語」、「ツールとしての英語」、「コミュニケーション

                                                 
11 学習の初期段階からすべての文章作成支援機能を学習
者に使用させるべきであるということを主張するもので
はない。さまざまな到達段階において学習者に何を利用
させるべきか、何を利用させるべきでないか、それがど
のような目標に対してどのような効果を持つか、実証的
に検討すべき必要が生じている。 
12 詳しくは [8] を参照されたい。 
13 [6, pp. 131-132] にも「頭の中で考えたことを、その
ままキーボードに向け、英語で書いていく、という作業
は、（中略）IT時代の国際コミュニケーション能力の大
きな部分を占めるのである。」との指摘が見られる。 



のための英語」を求める学習者と社会の声は相変わ
らず高く、多くの大学（ならびに小学校・中学・高
校）において、英語を中心とする外国語の学習をよ

り高度化するために、native speaker の採用、LL 
教室の構築と運用などの従来の手段に加えて、マル
チメディア教室の利用、インターネット接続、ネッ

トワーク用自習教材の作成など、さまざまな試みが
行われている。14文科省の web page によると、英
語教育の目標は以下のように定められている。 
4.1. 『国際理解』のねらい15 
- 広い視野を持ち、異文化を理解するとともに、

これを尊重する態度や異なる文化をもった人々

と共に生きていく資質や能力の育成を図ること。 
- 国際理解のためにも、日本人として、また、個

人としての自己の確立を図ること。 
- 国際社会において、相手の立場を尊重しつつ、

自分の考えや意思を表現できる基礎的な力を育
成する観点から、外国語能力の基礎や表現力等

のコミュニケーション能力の育成を図ること。 
4.2. 英語学習の目標16 
- 外国語を理解し、外国語で表現する基礎的な能

力を養い、外国語で積極的にコミュニケーショ
ンを図ろうとする態度を育てるとともに、言語
や文化に対する関心を深め、国際理解の基礎を

培う。（学校教育法施行規則（抄）第３章中学
校 第 9節 外国語 第 1目標 (1989/3)） 

- 話し手や書き手の意向などを理解し、自分の考

えなどを英語で表現する基礎的な能力を養うと
ともに、積極的にコミュニケーションを図ろう
とする態度を育てる。（学校教育法施行規則

（抄）第４章 高等学校 第 8 節外国語 第１
英語 １目標(1989/3)） 

著者はこれまで英語教育の「本質」は学習者の英語

運用能力の向上にあるという古典的な立場から自ら
の授業実践を進めてきた。一方、「学校教育」にお
ける言語教育の「目的」が単純に運用能力の養成だ

けでよいのかという看過できない指摘17もある。こ
の両者は一見すると対立・矛盾するように思えるか
もしれないが、実は前者は「英語教育の本質」を述

べたものであり、後者は「英語教育の目的」を述べ
たものであり、整合的な再構成が可能である。18 

                                                 
14 [6, p.107]には「『実践的コミュニケーション能力』育
成に大きく指導方針が転換し、限られた授業時間内に聞
くこと、話すことの指導に重点が置かれたのであるから、
…『読む力』が相対的に弱くなったのは理解できるとし
ても、それを補うだけの『リスニング力』が高まってい
るわけではないのはなぜなのか。」という指摘もある。 
15 第15期中央教育審議会答申 
16 http://www.monbu.go.jp/printing/sidou/ 
17 詳しくは大津由紀夫教授による [1] を熟読されたい。 
18 英語教育の本質と目的については、日本の現代学校教
育が始まって以来の混乱があり、本稿では、この点を詳

4.3. 「英語教育の目標」（著者の提案） 
 ここでは、上記「英語教育の本質」と「英語教育
の目的」を 2 節で紹介した「情報教育の目標」に

倣って「英語教育の目標」としてまとめてみよう。 
(1) 外国語としての英語運用能力 

A) 4技能・文法・語彙 
B) 英語コミュニケーション能力の涵養 

(2) 英語に対する科学的な理解 
A) 言語に対するメタ認知 
B) 英語学習に対する科学的なアプローチ 

(3) 国際情報社会に参画する態度 
A) 国際情報社会の理解と言語倫理 
B) 自らの言語・文化の相対化 

上記のうち (1) は著者が英語教育の本質と考え
る部分であり、古典的な英語学習の目標ともいえる。

ただし、「コミュニケーション」を重視するあまり、
文法や語彙の学習を無視するという愚を避けるべき
であることを明示的に示す意図がある。また、言語

的な技能とコミュニケーション能力は不即不離の関
係にはあるが、その習得については異なる学習方略
が望ましい可能性も考えられるので、あえて分離し

て示している。(2) の A は [1] で大津教授が主張
するところと重なる部分が大きいと期待するが、こ
のほか、十分な運用能力の獲得には、学校教育での

学習時間では圧倒的に不十分なことからも、「自ら
学ぶ技術」を身につけることを学校教育における英
語学習の目標の一つとすべきものと考える。(3) に
ついては、ネットワークの不正利用（いわゆる 
abuse）の多くが言語的な abuse であることから、
外国語教育との兼ね合いで、言語を使用する際の倫

理的な問題について意識を高める必要があるという
趣旨も含めているが、これまた[1] で大津教授が主
張するところとや西村肇教授による [12] の指摘と

重なる部分が大きいと期待する。 
5. 英語教員の兼ね備えるべき情報技術理解19 
本来であれば、教員は教科の内容とその教授法に

熟達していることを求められることはあっても、教
科に無関係な「情報技術」に精通することなど不要
なはずである。しかし、まともな教材と怪しげな教

材とが混在し、目の前のソフトウェアが自分のクラ
スで使い物になるかどうかの判断は難しく、必要に
迫られてさまざまな「商品知識」を身につけざるを

えない状況にある。そうした「やむを得ざる対処」
とは別に、「英語の学習法・教授法」は、「情報技
術」の進展にさまざまなレベルで本質的な影響を受

けている。  

                                                                     
細に検討する紙幅がない。 
19 本節では [9] での提言を整理しつつ、「英語教育の目
標」をこのように定めたとき、教科教育の本質との兼ね
合いで英語教員がわきまえるべき情報技術とは何かを検
討する。 



5.1. 視聴覚教育  
英語の学習に音声の訓練（例えば聞き取りや発音

の練習）は不可欠である。日本では英語を母国語と

しない日本人教員が英語を母国語としない生徒・学
生に英語を教えるのが常態であるから、音声の提示
になんらかの視聴覚的機器を使うことが一つの代替

策となるが、教員が適切な音声を提示しているつも
りになっても、学生・生徒に意図する形で伝わって
いるか、ネットワークやコンピュータの音響的・音

声コミュニケーション上の性能が問題となる。20デ
ジタル装置を通過する音声に対する適切性について
思いをめぐらすだけの「情報技術」に対する理解が

これからの英語教員の素養として求められることに
なるだろう。 
5.2. 言語教育と情報教育の相関性 
言語はコミュニケーションのメディアであり、そ

のため、情報通信のあり方が言語運用のあり方に直
結する。著作権についての議論がインターネットの

普及に伴って盛んになったが、引用・紹介・出典の
明示などは、文章作成の実習の中でこそ身につける
ことができる。ネットワークの不正利用の多くが言

語的な abuse であることからも、外国語教育との
兼ね合いで、言語を使用する際の倫理的な問題につ
いて理解を深める必要がある 
外国語学習の本質はその外国語を使って実際にコ

ミュニケーションをするところにあるが、日本人の
教員が日本人の生徒・学生に対している限り、日本

語でコミュニケーションすればいいのにわざわざ英
語を使っているといううさん臭さも含めて、本当の
コミュニケーションというよりは、コミュニケーシ

ョンの練習とかコミュニケーションの真似事になり
がちである。これは、教員の努力・技術・才能で軽
減・解消できる部分もあり、ティームティーチング

なども含めて native の教員の導入で可能となるこ
ともあるが、インターネットをはじめとする通信技
術によって、教室の中が外とつながり、真似事でな

い本当の会話・対話を英語で行うことが可能となっ
たという点が、画期的なことなのかもしれない。 
5.3. 教材作成 
与えられた教室で、与えられた教材で授業を行う

限りは、『情報技術』に限らず、教員は何も知らな
くてもいいが、与えられた教室で満足せず、与えら

れた教材で満足しないのであれば、さまざまな付随
的な知識が必要になる。英語教員が教材を作成する
に際してすべての点で「情報技術」との深い関連性

が生じている。21 
5.4. 学習到達度の測定と学習履歴  
紙と鉛筆を利用した大規模なテストで測定しやす

                                                 
20 学生・生徒の発音・発話を機会に認識・判定・採点さ
せようという場合にも、同様の問題意識が必要となる。 
21 この点については[8]にて著者の見解を詳述した。 

い語彙・文法・読解などと比較すると、口頭や文章
による表現力の評価はこれまで人間の採点者による
主観的な評価に依存せざるを得ず、評価の客観性・

統一性・信頼性に加え、大規模に実施することが困
難であるなど、運用上の問題もあった。しかし、音
声認識や自然言語処理などの知識情報処理技術とイ

ンターネットなどの情報通信手段の発達により、運
用能力の客観的な試験を大規模に実施する技術的可
能性が現実化している。22 
大規模な WBT/CBT の実用化によって、従来考

えられなかったようなレベルでの学習方法の科学的
分析が可能となるかもしれない。そうなると、こう

した学習履歴の解析手法も教員に求められる基礎的
な専門知識の一部となるかも知れない。 
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